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査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、新型コロナウイルス感染症対策のため実施する事業であり、
要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

対象1人あたり 14,850 円

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、新型コロナウイルス感染症対策のため実施する事業であり、
要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

3,564 千円 3,564 千円 0 千円 3,564 千円 0 千円

24施設×2人×5か月：240人

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

1,637 千円 1,637 千円 0 千円 1,637 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

6.69 円

№03

担当課室 福祉部介護保険課 事業名 介護施設安心PCR検査事業 事業区分 臨時事業

対象1人あたり

事業概要

　新型コロナウイルス感染症のクラスター対策として、大規模な介護保険施設に入所を予定している高齢
者がＰＣＲ検査を行った場合の検査料を助成する。

第7次総合計画 　－

査定結果の理由等

　地方創生臨時交付金の対象として、新型コロナウイルス感染症対策のため実施する事業であり、
要求額とともに事業内容も妥当であると判断した。

諸証明発行申請者等（延べ）：244,682人

0 千円205 千円 205 千円 0 千円

事業概要

　市民の利便性の向上と衛生的な「新しい生活様式」への対応を図るため、諸証明書発行手数料等の支払
いにおいてキャッシュレス決済に対応する窓口を増やし、キャッシュレス決済の種類についても拡大す
る。
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担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

円

№02

担当課室 会計課 事業名 窓口手数料等キャッシュレス決済拡大事業 事業区分 臨時事業

対象1人あたり 41,000相談見込み者数：5人ＫＰＩ 受益者など（見込）

（12月補正予算）

№01

担当課室 総務部行政課 事業名 コロナ誹謗中傷相談委託事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

予算編成過程・ＫＰＩの公開

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業区分 地方創生事業

事業概要

　新型コロナウイルスに関する誹謗中傷に係る市民からの相談業務を弁護士に委託して行う。
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205 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込）

ＫＰＩ 受益者など（見込）
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№04

担当課室 経済部商工観光課 事業名 キャッシュレス決済ポイント還元事業 事業区分

（12月補正予算）

臨時事業

査定結果の理由等

　新型コロナウイルス感染症で低迷する需要を喚起するための取り組みに対して補助するものであ
り、地方創生臨時交付金も活用できることから、事業内容・要求額ともに妥当であると判断した。

2,657 千円 2,657 千円 0 千円 2,657 千円 0 千円

対象1人あたり 2,657,000 円補助対象件数：1人

　－

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№05

担当課室 経済部農業振興課 事業名
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担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№06

担当課室 教育文化部学校教育課 事業名 教職員オンライン研修環境整備事業 事業区分 臨時事業

事業概要

　これまで市では毎年計画的に教職員研修を実施し、市内の学校教育の充実に努めてきた。しかし研修の
ほぼ全てを集合研修で実施してきたため、新型感染症の広がりによって、キャリアステージに沿って体系
的に実施してきた集合研修が開催できなくなっている。そこで感染拡大防止対策を実施しながら教職員の
力量向上の機会を確保するために、教職員の研修会をオンラインに変更して開催することが必要となっ
た。その教職員研修会のオンライン環境整備として、備品の購入及びｅラーニングシステムを導入する。

千円

対象1人あたり 9,197 円

査定結果の理由等

　新型コロナウイルス感染症収束の見通しが不透明な中、教職員の研修を継続的に実施していくた
めの新たな環境整備をするものであり、地方創生臨時交付金も活用できることから、事業内容及び
要求額が妥当であると判断した。

20,272 千円 20,272 千円 0 千円 20,272 千円 0

市立小中学校の教職員数（非常勤含む）：2,204人ＫＰＩ 受益者など（見込）

６次産業化推進事業

キャッシュレス決済ポイント還元事業参加店舗数：3,500店舗

事業区分 臨時事業

事業概要

　新型コロナウイルス感染症により外食が控えられたことにより業務用米の需要が低迷しており、６次産
業化の認定を受けた米粉パンに続き、商品力を強化するために必用な経費を補助することで地産・地消及
びグルテンフリーである米粉によるアレルギー対策や健康志向に対応しつつ米の消費を向上させる。

千円

　コロナ禍における、消費喚起及び３密対策をして、キャッシュレス決済にて消費した場合ポイントを付
与する事業を行う。期間は1か月間で、ポイント付与率10％（1回あたり1,000円まで、期間中5,000円上
限）とする。
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ＫＰＩ 受益者など（見込）

ＫＰＩ 受益者など（見込）

対象1店舗あたり 44,000 円

査定結果の理由等

　新型コロナウイルス感染症対策を講じながら消費喚起を期待できるものであり、地方創生臨時交
付金も活用できることから、事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

154,000 千円 154,000 千円 0 千円 154,000 千円 0

事業概要

予算編成過程・ＫＰＩの公開
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担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ②


